州地域に移転したが、その多くは中国資本のOEM業者に代替されると思われる。
②　多国籍企業主導の企業イノベーション
シンガポール、マレーシア、タイには1960年代から多国籍企業の子会社が設立され、部品や製品の加工組み立てを盛んに行って輸出した。製品はAV家電、電子機器、電子部品などである。とくに、欧米日の半導体企業が多数進出して、後工程（組み立て）を盛んに行った。イノベーションは企業の生産工程に限られ、基本的に段階的かつ付加的なものであった。新製品のイノベーションは多国籍企業の本国で行われたが、現地向け一部製品の開発が1990年代後半から行われている。43 
OEM企業と多国籍企業子会社の技術移転方式は、多くの類似点がある。第一は、双方とも段階的な学習を行って、技術と市場の参入障壁を突破した。第二は、むやみに
先端製品の開発を行わず、目前の生産技術を修得しキャッチアップを図った。第三に、技術の階段を確実に上昇して、付加価値が低い事業を低コストの国に移転した。第四に、いずれの企業も、プロダクトサイクルの後半（先進国での生産が終わった製品の現地生産）からスタートせずに、前半からスタートして技術水準を上げた。

その一方で、OEM企業と多国籍企業子会社の技術移転方式に問題もある。第一は、基本的なR&D能力が育成されずに、いつまで経っても学習と模倣から抜け出せない現地企業が残る。第二は、資本財（機械設備）や中間財（部品）の供給を欧米日あるいは台湾や韓国に依存し続ける。第三は、OEMあるいは多国籍企業からの受注への依存が大きいと、中国のような低コストで品質の良いOEM国・地域が新たに出現すると、委託企業はそちらにすぐ移転してしまう。事実、東南アジアやNIEs のOEM企業と多国籍企業子会社から、業務が急速に中国に流出している。低廉な労働コスト以外に、自由な生産活動が可能（環境規制、労働条件などの制約が小）、同業者や部品企業の集積効果、高給人材の確保が容易、といった非コスト要因が影響している。

８．韓国のキャッチアップ工業化とNIS

１）キャッチアップ工業化の特徴

  1961年に軍事クーデターによって朴正熙政権が成立し、1962年以降、韓国は経済計画を策定して高度成長を開始した。1962~2000年まで２回の大きな不況を経験しながらも、40年近くの間、年平均約8％の経済成長を維持してきた。この成果は、独特のキャッチアップ工業化政策によって、強い競争力を持つ輸出産業を育成することが出来たからである。もっとも、1980年代に入って内需が増加して、経済成長は輸出と内需の２つで支えられるようになったが、現在でも輸出が経済の牽引力である構造は変わっていない。韓国の強みは、時代に合わせて、需要にあわせて、そして国内外の資源賦存の状況に合わせて、輸出産業と国内産業構造を調整してきたことである（図8.1）。

　　　　　　　　図　8.1　韓国の輸出商品の変化（1964~99）
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　1960年代までは、韓国は鮮魚、鉱物などの一次産品輸出国であったが、1962年以降の工業化で、まず繊維、アパレル、雑貨などの軽工業品の輸出が増大した。1980年代にはいると、重化学工業化が成功して重化学工業製品の輸出が取って代わった。鉄鋼、造船、石油化学、一般機械、自動車、電機・電子製品である。現在でも鉄鋼、化学、セメントなど素材の輸出比率が高いが、1990年代に入ってから輸出の比重は自動車、一般機械、電機・電子製品といった加工組み立て製品に移ってきている。このように、韓国のキャッチアップ工業化は、重化学工業化と組み立て加工工業化、という２つの視点から把握することが出来る。これら工業化を推進したアクター（主役）としては、政府（テクノクラート）、財閥、金融機関が考えられる（技術開発における主役については、「２）国家イノベーション・システム」において考察する）。

　キャッチアップ工業化の条件をマクロ的に考察すると、大きな投資、優秀で安価な労働力、輸出に有利な為替レートの設定があげられる。

1 大きな投資：総投資率（GDPに対する総投資額の比率）と総貯蓄額（同じく総貯蓄額の比率）推移を見ると、経済発展が始まった1960年代初めは、総投資率14~15％、総貯蓄率約5~7％であった。80年代後半を除いて、総投資率は総貯蓄率上回っており、その差は10％以上になる年もあった。90年代後半になって経済規模が大きくなると、総投資率と総貯蓄率の差は近接している。

韓国は投資に対する貯蓄不足を、外国資金の導入で補った。外国資金の中で、海外直接投資よりも借款、最近では外国債券の発行に大きく依存しているのが特徴である。また、企業(その多くは、国営・公営企業と財閥系企業)が自身の信用で借款や債券発行して外貨調達していることが目につく（表8.1）。

　　　　　　　　　　　表　8.1　韓国の外国資金導入　　　　　（100万ドル）
	
	1962-65
	1966-72
	1973-78
	1979-85
	1986-92
	合　計

	公的借款
	     63
	1,130
	3,431
	10,105
	4,688
	19,417

	企業借款
	     71
	1,950
	5,858
	7,937
	  5,206
	  21,022

	銀行借款
	     ---
	    205
	  1,007
	 11,892
	  4,318
	  17,422

	企業債券発行
	     ---
	     ---
	    --- 
	    834
	  4,515
	   5,349

	銀行債券発行
	     ---
	     ---
	    219
	  2,989
	  5,978
	   9,186

	海外直接投資
	     13
	    227
	    704 
	  1,157
	  5,684
	   7,785

	合　　　計
	    147
	  3,512
	 11,219
	 34,914
	 30,389
	  80,181


　　（出所）財務部、韓国産業銀行統計

2 労働力：過去における韓国労働力の価格が国際的に見て低かったかどうかは、生産性などの比較が必要であって、結論は出ていない。また為替レートによっても変わってくるので、長期的な比較はあまり意味がない。ただ、1960~70年代の労働集約製品が中心の工業化初期では、国際的に見て安価で競争力があった。賃金は、70～80年代を通じて緩やかに上昇したが、1987年の「民主化」以降急上昇して、労働集約型の輸出競争力は失われた。

3 為替レート：韓国の通貨ウオンは1960年代に比較的高く維持されてきたが、輸出


が盛んになる70年代に入って1ドル=484ウオンに切り下げられて80年まで固定


された。80年以降は、政府がドルを含む主要通貨の為替レートを参考にして決定


 するバスケット方式に移行し、それ以降は90年代に初めを除いて、切り下げて行っ

た（1997年のアジア金融・為替危機において大幅な切り下げを余儀なくされた）。


為替レートの切り下げは、輸入品のウオン建て価格の上昇をもたらして、国内のインフレを引き起こす可能性がある。政府は、そのようなリスクよりも、資本財（機械設備）や中間財（部品）の輸入代替すなわち国産化が進展すると考えたようである。44 実際に、このような輸入代替には長時間かかるので、自国通貨安がインフレを起こす可能性があったが、石油価格が下落するといった幸運もあって、大きな困難には直面しなかった。

次に、重化学工業化と加工組み立て工業化について考える。この２つの工業化は重複していて、ほぼ同時期にスタートしている。素材（鉄鋼、非鉄金属、石油化学製品、セメント肥料）の国内生産と、加工組み立て製品（造船、自動車、家電・電子製品）の国内生産は、やや目的が異なる。素材生産は、輸入代替を主目的にスタートし、次第に輸出指向に転換していった。加工組み立て製品の生産は、国内需要も目的としていたが、早い時期に「規模の経済」を達成して輸出指向に転換した。従って、ある一時期を見ると、（一つの産業セクター内でも）輸入代替と輸出指向が混在して工業化が進行していた。これを“複線型工業化戦略”という。

重化学工業化計画は、1973年始めに突然提出された。それまでは安定均衡路線に従って経済開発を行ってきたが、北朝鮮との武力対立、米軍の一部撤退、1971年に「非常事態宣言」を出した軍事政権の維持・安定化、といった背景から、朴正熙大統領は急いで重化学工業化を行うことを決意した。朴大統領が行った重化学工業化の特徴を以下のようである：

1 工業化において開発重点産業セクターを明示し、1981年時点までの具体的な生産計画、輸出計画を示したもので、社会主義国家の指令制計画に似ている。

2 計画の実施に当たっては、関係官庁から選抜された次官級官僚からなる企画団が結成され、大統領の強い指導の下に計画が実施された。45　

3 すでに５大商業銀行を実質的に国有化していて、1973年に国民投資基金法によって、国内すべての余剰資金を政府が吸収して、それを重化学工業化に向けることが出来たので、政府は重化学工業化を資金面から強力に支援した。

4 国内の資金だけでは不足するために、外資導入を容易にする認可方式を導入した。

5 重化学工業製品の輸出を促進するために、ウオンの為替レートが継続して下落することを容認し、その一方で国内インフレが起こらないように、物価コントロールを行った。

6 財閥が各種の産業セクターに新しく参入するのを奨励し、一定の範囲内で競争を行わせ、寡占体制が出来ることを防いだ。また、業績が悪い財閥とそのメンバー企業は、政府が強制的に他の財閥とそのメンバーに代替させた。

7 新しい市場に参入した財閥系企業は、まず最終製品を製造して計画目標を達成することに注力し、必要とされる資本財や中間財の生産は後回しになった。このために、とくに日本からこれらを大量に輸入し続けて、対日貿易赤字が拡大した。1996年の日本から韓国への輸出のうち、機械類（一般、電気、輸送、精密）62.3％、部品・素材類（金属製品、化成品）23.7％であって、輸出の86％になっている。

8 朴大統領の権威主義的な政治によって、労働組合活動は抑圧されたが、生産性上昇に見合う賃金が支払われたので、あまり不満は拡大しなかった。

9 輸出支援策として、輸出金融、機械設備の輸入補助金、研究開発補助金、税の投資控除、輸出加工区など多種の措置がとられた。特に効果が大きかった施策は、輸出に大きく貢献した企業は、外貨収入の一部を留保あるいは銀行からの外貨融資を、先進的な機械設備や技術の輸入に当てることが出来たことである。

重化学工業のうち、加工組み立て産業、とくに家電・電子機器、機械、自動車、造船などが、韓国の中核産業として発展した。かなりの企業は、1997年のアジア為替・金融危機の後、倒産、合併などによって整理されたが、残った企業はむしろ規模を拡大している。その理由は、第一に、それら企業はグローバルに見ても巨大化して“規模の経済”を達成して、コスト競争力を持っている。第二に、自前の研究開発能力を有して、一部企業では世界最先端分野へのキャッチアップが可能になった。第三に、企業の負債が減少して、資金調達は自身のイニシャティブで行うことが出来る。第四は、財閥が解体して、優れた経営を行う企業だけが存続した。

２）国家イノベ－ション・システム

　Linsu Kimによれば、過去の韓国のイノベーションは圧倒的に“学習”が中心であった。46すなわち、海外技術を学習し、いち早くコスト安く生産して輸出することで、先進国にキャッチアップしてきたのである。キャッチアップの中心は政府と財閥および傘下の企業であった（図8.2）。
　　　　　　　　図　8.2　韓国の国家イノベーション・システム

　　　　　　　　　　　　政　　府

　　　　　　　　　　（科学技術省など）
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　　（出所）橋田坦作成

　1962年以降、政府は産業政策を実施し、国家イノベーションを推進してきた。具体的には、財閥とその企業に対して新産業分野への進出を促し、仕切られた（参加者の数を限定した）競争を行わせて、勝者に優遇を与えて育成した。最近まで、この種の市場介入に近いことがしばしば行われていた。しかし、経済のグローバル化、財閥の力の増大といった理由で、1990年代後半に入って政府介入の効力は失われた。

　財閥は、情報、資金、人材といった研究開発と新産業創出の資源をすべて所有していて、政府と協力（あるいは癒着）して市場参入を果たしてきた。財閥によるイノベーションの特徴は、実行の速度が速いことである。たとえば、自前の情報収集事務所や研究所を米日欧に構え、新しい情報を入手すれば、財閥オーナーの意志決定だけで直ちに新ビジネスを展開できた。1997年のアジア為替・金融危機以降、財閥解体が進行しているが、依然として意志決定とビジネス実行のスピードは速い。ただし、財閥系企業による新興産業（ハイテク）部門の独占あるいは寡占が生じること、創業のスピードを重視するあまり、部品産業などの支援産業発展が遅れる、といった問題がある。47
　過去の財閥によるイノベーションの特徴は、①機械設備を購入してリバース・エンジニアリングを行う、②多国籍企業から技術ライセンスを取得する、③海外企業とのOEM契約によって技術を学習する、といったチャネルが多かった。しかし、財閥企業の技術レベルが向上し、国際競争力が大きくなると、海外企業は韓国企業に対して最新鋭の機械設備や技術を売却しなくなった。財閥は自ら創造的な研究開発を手がける必要に迫られ、多額の研究開発資金を投入するようになった。1971-96年の期間に、GNPに占めるR&D経費総額の比率は0.32から2.18に急増し、単位GDPあたりのR&D支出の増加率は毎年20%を超えて、世界で世界最大であった。それでも、1990年代末の韓国全体の研究開発経費は、米国のGeneral Motors社の研究開発費と同程度であった。

　韓国のNIS（国家イノベーション・システム）における弱点は大学である。多くの大学は一般教育中心で、技術専門教育や研究開発はあまり行っていなかった。最近では、KAIST、POSTECH、国立ソウル大学などの研究大学が、研究開発を盛んに行って、世界レベルの研究成果を発表しているが（国際的な科学論文引用の順位では、1997年に世界17位にある）、産業界全体の水準を上げるまでには至ってない。政府は、産学連携を強化するために、各種研究センターを設置し産学の共同研究を行わせるとともに、大学自身がテクノパークを設立して産学連携を促進している。

産学連携の遅れを埋めるために、政府はKIST（Korean Institute of Science and Technology）といった国立研究機関（Government-funded Research Institutes : GRIs）を設立している。GRIsの設立当初は、産業界との連携がうまくとれなかったが、海外からの技術移転の主要な仲介機関となり、1980年代以降は自主研究開発において成果を出してきた。最近では、GRIsは大学や企業研究機関への人材の流出、官僚的な運営による活動の停滞に悩まされている。また、公的研究開発予算の80％程度を支給されているにもかかわらず、イノベーションの普及メカニズムを備えていないという欠点がある。産業分野では、すでに財閥が広範な研究開発を実施し、成果の実用化を活発に行っているから、GRIsが同様のことを行う必要はなく、農業、公共医療、環境、都市問題、など公益的な分野の研究開発に注力すべきである、といった意見が強い。

　韓国のNISにおける弱点のもう一つが資金調達である。主要商業銀行は以前国有化されて政府の財布代わりとなっていたために、民営化後も経営が硬直的で貸し出し時の腐敗が多く、結果として多額の不良債権を発生した。1997年のアジア為替・金融危機で多くの銀行が破綻している。1981年に、最初のベンチャー・キャピタルが政府によって設立され、その後徐々に発展しているがアジア為替・金融危機後のベンチャー企業設立ブームには、十分対応することが出来なかった。このように、財閥以外の民間企業に向けられる余剰資金が、あまりにも少ないことが大きな問題である。

　Linsu Kimは、韓国が急速にキャッチアップするために構築した過去のNISは、すでに役割を終えたと考えて、今後の転換のために以下の提言をしている：48
1 政府中心から産業あるいは企業中心のNISに転換する。この分野の中央政府機能を縮小し、民間企業に活動の場を拡大するとともに、地方政府には中小企業のイノベーション支援を行わせる。

2 現在、科学技術省（Ministry of Science and Technology）に所属する科学技術政策の立案機能を、（日本のように）全政府レベルに格上げする。とくに、大学における基礎研究の実施と、GRIsからの技術移転を活性化する。

3 財閥はキャッチアップの段階で重要な役割を果たし、現在でも主要産業におけるイノベーションを主導している。しかし、ITやバイオといった新興産業の担い手にはなっていない。ハイテク・ベンチャー企業のような活力ある企業を興すためのインフラストラクチャー（ベンチャー・キャピタル、新興株式市場）が必要である。

4 韓国企業の競争力が高まって、海外企業が技術を容易に移転しなくなったので、海外に情報収集の事務所を設立、海外企業を買収、戦略的技術提携を行う必要がある。そのためにも、企業自身の研究開発能力を高めなければならない。

5 研究開発に必要とされる創造的な研究者、技術者を育成するために、現在の“詰め込み型教育”を改革する。また、大学の研究機能を強化する必要がある。そのためにも、科学技術省と教育省を合併させる。

6 研究開発費を増大しなければならない。1994年にGDPの2.61％であったのを、2010年に4.0程度に増やす必要があるが、その目標は経済の低迷から見て達成困難である。むしろ、研究開発の制度やシステム改革によって、生産性を上げることを考えなければならない。

7 資金調達面のボトルネックを解消して、少なくとも今後のイノベーションを牽引出来る新興企業の発展を支援する。

8 過去に、韓国企業を軍隊式規律の下に管理し、垂直統合の経営を行うことでキャッチアップ工業化に成功したが、今後は創造的な人材を活用して、ネットワーク分業型の経営を行わねばならない。

9 韓国の社会にはびこる家族主義、個人主義、官民癒着などは、背後に信頼感の欠如がある。また、ナショナリズムや単一文化主義がグローバル化を妨げている。信頼感の醸成、異文化の許容が、経済の活性化・拡大につながる。

９．ケース・スタディ（1）　韓国の自動車産業
１）キャッチアップの歴史

　韓国の自動車生産台数は、2003年で世界第6位である（中国は4位）。近代的な自動車産業がスタートしたのは1962年であるから、たかだか40年の期間に急速にキャッチアップすることが出来た歴史を振り返ってみる。

　1950年代には、小規模のアセンブラー（組み立て業者）が100社以上あって、朝鮮戦争後に米軍を主体とする国連軍が残した軍用車の改造などを行っていた。1962年に、政府は「自動車工業促進法」を公布して、完成車の輸入に高関税をかけ。部品の輸入によるセミ・ノックダウン（Semi-Knock-Down : SKD）方式の生産を奨励した。まず、セナラ（Saenara）自動車が日本の日産自動車から小型車の部品キットを輸入して組み立て、近代的な自動車生産が始まった（セナラの経営は、後に大宇自動車に引き継がれる）。引き続き、1967年に現代自動車がフォード車の組み立てを、1969年にはアジア自動車がフィアット車を、1974年に起亜自動車がマツダ車を組み立て始めた。

　韓国の自動車企業の特徴は、海外企業から技術と資本を導入しながら、外資の出資比率を低く抑えることで、自社独自の経営を維持したことである。1979年に、現代自動車は三菱自動車と三菱商事の資本を12％受け入れ三菱自動車と技術提携したが、独立した経営を維持した。起亜自動車もフォード、マツダ、伊藤忠から合計20%の出資を受け入れたが、やはり独立の経営を行った。大宇自動車は米国のGeneral Motors（GM）の資本を受け入れたが、GMの世界戦略の一環に組み入れられることを嫌って、1992年にGMから出資分の株式を買い取った。

　政府は、これら自動車企業に保護を与えたばかりでなく、次々に問題を与えて解決させることで競争力を高めようとした。たとえば、1966年には国産化比率向上のスケジュールを提示し、国産化率と外貨割り当てを連動するというインセンティブを与えて、1966年に21％だった国産化率を1981年に92％に向上させた。その他の優遇措置は低利融資と税の減免であって有効に機能したが、究極的に自動車産業発展に寄与したのは、韓国の急速な工業化と経済発展であった。
現代自動車の技術学習は韓国の特徴をよく表している。49 まず1967年に、現代建設のエンジニアと自動車エンジニアなどからなるタスクフォースを結成し、1968年にフォードと輸入車の組み立て協定を締結した。フォードは、コンパクトカーの組み立てに必要な形式知、すなわち図面、技術仕様書、生産マニュアルなどを提供し、現代のエンジニアをフォードで研修するとともに、フォードの人材を現代に派遣した。さらに、海外の機械設備メーカーもエンジニアを派遣して、現代の人材を訓練した。このようにして、技術提携先や設備提供先の形式知や暗黙知が現代自動車に移転して、生産の能力が向上した。これと同時に、現代自身は工場建設の期日目標を定め、建設に関わったエンジニアや労働者の意識を統合した。生産開始前には、仕様書やマニュアルを研究して、実際にシミュレーションを行い、工場設備が搬入されて直ちに試験生産に入る体制を整えた。これによって、短期間のうちにSKDからCKD（Complete Knock-Down、完全ノックダウン：個々の部品から組み立てること）に移行できたとしている。
　1972年の第一次石油危機後に、韓国政府は自動車産業長期発展計画を策定して、輸入部品によるCKDの生産を中止して、国産車を開発するために、現代、起亜、大宇の３社に計画案の提出を求めた。政府は、国産車に関する詳細な仕様を提示するとともに、当時の年間自動車生産が12,751台であったにも関わらず、年産50,000台の生産計画を求めた。その結果、現代のポニー（Pony : 三菱自動車コルトをベースにした小型乗用車）と起亜のブリサ（Brisa : マツダのファミリアをベースにした小型乗用車）が応募し、1973年に現代は年産80,000台の国産車計画を政府に提出した。

　当時、現代の技術基盤は万全ではなかった。そこで、先進５か国の26社にアプローチして、デザイン、プレスショップ、鋳鍛造品生産、エンジン生産、部品生産についての技術導入を交渉して、デザインはイタリーのイタルデザイン（Italdesign）から、エンジン、トランスミッション、リアアクスルの設計と鋳造技術は三菱自動車から導入することを決定した。技術提携先に派遣されたエンジニアやデザイナーは、チームとして熱心に学習して、形式知と暗黙知をチームのメンバーの間で共有して、帰国後知識を社内に普及するのに役立てた。なお、生産技術の修得には多くの困難であったので、英国リーランド社の元常務と６名のエンジニアを３年間雇用して、技術提携先から供与された図面、仕様書、マニュアルなどの形式知を消化・普及するとともに、ノウハウなど暗黙知を移転することで無事に生産を立ち上げた。英国エンジニアが去った後は、日本人エンジニアを短期雇用することで、突発的な問題の解決を図った。

　現代がこのような自力の技術吸収を努力行ったのに対して、大宇は資本提携先であるGMからの技術移転に全面的に依存した。GMから形式知と暗黙知がパッケージ化して供与されるので、大宇はどうしても受け身の学習になる。一方、現代の非パッケージ化のやり方は、異なった技術提携先から技術を修得して、それらを自ら統合しなければならないからリスクがあったが、海外技術を吸収や同化するために有効であった。

　このようにして、1975年に現代がポニーを生産し始めたときに、国産化率90％を達成し、1970年のマーケットシェアが19％であったのが、1979年には74％に急上昇した。1976年以降、ポニーは韓国自動車輸出の中心になり、輸出のほぼ100％を占めるようになった。大宇の場合には、技術の吸収・同化に時間がかかって、投資の拡大も遅く自社独自もモデルは開発できなかった。大宇の生産車は、価格的かつ性能的に現代と大差がないにもかかわらず、消費者の受けはあまり良くなかったので、マーケットシェアは、現代の73％に対して、17％と低迷した。大宇は、1983年以降GMから独立することで、製品開発や生産に独自性を発揮し、マーケットシェアも徐々に回復していった。

　1979年の第二次石油危機後、政府は業績が悪化した組み立てメーカー４社体制を２社体制に統合しようとした。すでに起亜とアジアの２社は乗用車生産を止めて、バンやオフロード車といった特殊目的車を生産していたので、現代と大宇が合併するかどうかが議論の中心になった。この当時、大宇にはGMの資本が入っていて、GMは自らの影響下で大宇をアジアの生産基地にするという意向が強かった。現代と大宇の合併は、GMの世界戦略を損なう恐れがあったので、この２社の合併は結局実現しなかった。50
　第二次石油危機は、自動車技術の転換を促進することになった。石油価格が大幅に上昇したために、燃費の良い小型車の需要が急拡大し、前輪駆動、エンジンの高出力化などの技術が必要になった。それまで、現代は米国にポニーを輸出して、価格性能比が高かったのでよく売れていたが、技術的に劣るため需要が急減した。そこで、現代はドイツのフォルクスワーゲン、フランスのルノー、日本の三菱自動車などにアプローチして、結局1981年に三菱から技術導入することになった。現代は、三菱からはマイノリティ資本を受け入れていたが経営には参加させず、技術開発や輸出において独立を保った。1985年当時、現代は54件の技術ライセンスを導入したが、日本から22件でそのうち三菱から11件を受け入れたに過ぎない。

　1980年代初期に、韓国メーカーが必要とした技術は前輪駆動などの省エネルギー技術だけではなかった。第一に、米国に輸出するためには、厳しい安全規制と環境規制をクリヤーするための技術が必要である。第二には、設計におけるCAD/CAMの利用や生産ラインの自動化といったコンピュータ利用技術で、完全な自主開発・生産に不可欠な技術である。第三は、自社開発車のためのテストコースの建設であった。設計や生産のコンピュータ化については、現代は1979年からプロジェクトチームを発足させて、資料を収集、サプライヤーとの接触、三菱での利用状況視察などを行って、社内各部門のニーズをまとめて、1982年にフランス・ダッソー社のCAD（Catia）を選択した。

　1985年に、現代の前輪駆動車エクセル（Excel）の工場が完成し、年間45万台の生産を開始した。86年からは対米輸出を再開し、1987年には年間26万台を米国で販売して、輸入車のベストセラーとなった。しかし、基礎的な技術開発を欠いたまま、生産技術だけ導入して開発したエクセルに故障が多発し、評判を落とすとともに輸出が減少した。そのため、現代は自社の研究開発に注力しなければならなくなった（表9.1）。

現代は、1975年から自社の研究開発を進めていたが、78年になって小規模の研究施設を設立した。本格的な研究開発に着手したのは1984年からであって、自社でトランスミッションの開発に取り組んだ。その後、乗用車の新車開発、商用車の自社開発を行う研究施設を拡充し、さらに生産技術センターを設立している。
　　　　　　　　　　表　9.1　現代自動車の研究開発投資　　　（100万W、％、人）

	
	 1978
	 1982
	 1984
	 1986
	 1988
	 1990
	 1992
	 1994

	売上高

(A)
	   216
	   430 
	   669
	 1,906
	 3,411
	 4,656
	 6,079
	 9.052

	R&D

(B)
	    5.4
	    7.9
	   22.7
	   79.5
	  116.0
	 190.4
	 248.8
	 400.0

	B/A
	    2.5
	    1.8
	    3.4
	    4.2
	    3.4
	   4.1 
	   4.1
	   4.4

	研究者
	   381
	   725
	 1,298
	 2,247
	 2,459
	 3,418
	 3,192
	 3,890


（出所）Linsu Kim（1997）、前掲書、p.121
　現代は、韓国内で主要な研究型大学（KAIST: Korea Advanced Institute of Science and Technologyなど）との連携を強化し、海外では米国にテクニカル・センターとスタイリング・スタジオを、ドイツにはテクニカル・センターを、日本にはR&Dセンターを設立している。また、現代は研究者の採用に積極的で、とくに米国の大学や自動車メーカーから韓国系のエンジニアや科学者をリクルートしている。

　現代は、1980代後半から90年代になっても、技術導入を継続しなければならなかった。とくに、エンジン技術は三菱から導入したが、一世代前の技術で電子化されずまた効率も悪かった。現代は三菱に新型エンジンの技術導入を打診したが断られたので、51 1984年頃からタスクフォースを形成して研究を開始し、300人のエンジニアを投入して開発に取りかかった。しかし、最も重要なノウハウを必要としたので、英国のリカード・エンジニアリングと提携して設計のノウハウを導入するとともに、リカードから３年間の契約でエンジニア雇用し設計を行った。その後、たびたびの試行錯誤の結果、1992年に新型のアルファ・エンジンを完成させ、小型車アクセント（Accent）に搭載した。1995年には、新鋭のベータ・エンジンを完成させ、新車アヴァンテ（Avante）に搭載した。1992年のエンジン自社設計生産をもって、現代の技術は先進国依存からほぼ独立したと考えられる。
　現代は、1999年に起亜を吸収し、現代－起亜グループを構成して、韓国唯一のフルライン・メーカー（軽自動車を除く全タイプの自動車を生産）である。現代の年間生産能力約180万台、起亜108万台で、輸出は約90万台である。現代－起亜グループの海外拠点の全生産能力は約65万台である。全体で年産能力約350万台の中堅クラスのグローバル自動車企業に成長している。2000年には、世界的な自動車産業再編成の一部として、ダイムラー・クライスラー社と資本提携（9％）したが、2004年にはその提携を解消した。

２）イノベーションの課題

　韓国の自動車産業は、輸入車のSKDからスタートしてCKDへ移行し、次第に中核部品の国産化を果たして、輸出産業の中心になった。しかし、エンジンなど中核部品の製造および最終組み立て技術を中心とした技術を、海外からの導入に依存してきた結果、部品供給ネットワークの未整備と先進技術開発の遅れの２点が、大きな課題として残された。グローバル市場における韓国車の位置付けは、現在のところ廉価なエントリー・カー（低所得者が初期に購入する車）であって、ブランド力がある付加価値が高い車ではない。1997年のアジア為替・金融危機でこのような脆弱性が明るみに出たので、政府は2002年を目標とする「次世代自動車技術開発プロジェクト」を実施して、弱点を補おうとしている（表9.2）。

　韓国において、自動車部品生産にあたる中小企業は約2200社あると言われるが、組み立てメーカーが輸入部品に依存し、下請け部品メーカーを育成してこなかったので、大部分は設計能力を持たず、発注企業の仕様に従って加工をしているだけである。それでも、一般部品の輸入はなくなったが、国産部品の一部（軸受け、歯車）は品質に問題を抱えているし、エアバッグ、ABS、エンジンの電子制御装置などの先端技術を用いた部品は輸入に頼っている。また、在来技術の学習および自力開発に注力した結果、安全設計、ハイブリッド車、燃料電池車などの基礎技術の開発は遅れて、またもや技術導入に向かっている。

　1997年の為替・金融危機の結果、韓国の通貨ウオンは大幅に下落して、韓国自動車の国際競争力は向上した。労働者一人当たりの生産性、新車の開発コストなどに強い優位性があって、1998年の年産約163万台から、2003年の318万台へと大きく回復した。今後とも、在来型の小型自動車生産において競争力を持って、輸出と現地生産を拡大すると見られるが、その競争力の源泉は製品技術よりは製造技術面にあるから、欧米との貿易摩擦、自動車生産基地として中国の台頭を考えると、大きな国内市場を持たない自動車中進国としての地位保全は容易ではない。韓国自動車企業は、これまで経営と技術の独立性を維持してきたために、海外メーカーとの水平分業的な連携、共同開発といった技術面の連携の経験を積んでいない。
もし、現代自動車が経営の独立性をあくまで維持しようとすると、多くの問題に直面するだろう。
表　9.2　韓国自動車産業の技術課題

	分　野
	   1970年代
	   1980年代
	   1990年代
	   2000年代

	部品産業
	部品供給ネットワーク不備

生産効率低い

機械設備の輸入依存
	部品メーカーの技術力低い

生産コスト急増

生産効率低下

品質低下
	
	部品メーカーの設計力不足

中核部品の共用化とコスト削減

	ハイテク
	
	
	電子機器・情報機器との統合技術が不足

感性設計の能力不足
	ハイテク関連部品の自力生産能力不足（エンジンやサスペンションの電子制御）

	全般的課題
	
	技術伝承が不十分

基礎的技術・技能の重要性に対する理解不足

リバース・エンジニアリングに依存過多
	
	歯車や熱処理部品の品質不良

大量生産における品質向上の能力不足
	新しい技術への対応力不足（安全性、環境対策、燃費向上）

設計が主導して品質保証する方向に転換不十分


（出所）松本厚治・服部民夫編、前掲書、p.77
43 たとえば、松下電器がブラウン管TVとエアコンのR&Dセンターをマレーシアに設立している。


44 松本厚治・服部民夫『韓国経済の解剖』文真堂、2001、p.14


45 経済開発の専門機関として、1961年に経済企画院が設立されていたが、重工業化に当たってより強力な企画団を設立した。しかし、工業化が進展するうちに、政策の実権は経済企画院が握ることになる。


46 Linsu Kim, Imitation to Innovation, Harvard Business School Press, 1997


47 Linsu Kim, “Korea’s System in Transition”, Technology, Learning, & Innovation, edit. by Linsu Kim et al, Cambridge University Press, 2000, pp.335-360 


48 Linsu Kim (2000)、前掲書、pp.353-358


49 以下の記述は、主としてLinsu Kim (1997)、前掲書、pp.105-129に基づく。


50 1997年のアジア為替・金融危機後に、大宇財閥は解体され、大宇自動車の主力工場をGMが購入して、大宇自動車は再びGMのグローバル戦略に組み込まれた。


51 現代と三菱の間にどのような話し合いがあったか不明であるが、現代が先進各国から技術導入をしているので、三菱は機密漏洩を警戒したかも知れない。また、ライセンス費用に関して同意が出来なかったかも知れない。現代と三菱の資本提携については、その商業的な価値について疑問が多く、2003年に資本提携が解消されることになる。


� 現代は、すでに「ハイブリッド車」と「燃料電池車」を開発し、2003年に試作車を公表した。2005年からハイブリッド車を量産して発売し、2009年から燃料電池車を量産化する計画を発表している。ハイブリッド車の技術は自主開発のようであるが、燃料電池の開発は米国UTC社に依存している。


� 現在、大宇自動車は米国GMに、三星自動車はフランスのルノーに売却された。
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